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情報検索および情報サービスに関する主題が、現行の司書教諭講習科目中でどの程度の重みを置いて取
り扱われているかを、実際に出版されているテキストの分析を通じて調べた。情報検索および情報サービ
ス領域は、概念や理論ばかりでなく、実務上必要となる基礎的知識や技能の習得が必要であり、相当の時
間も必要となる。しかし、配当時間も、テキスト上での頁割当量も、図書館司書講習科目と比べると大幅
に少ない。学習情報センターとしての学校図書館の役割・機能が注目される中にあって、現在の司書教諭
講習カリキュラムでは、こうした主題に対する配慮が十分なされていないように思われる。
１．はじめに
「図書館法施行規則の一部を改正する省令」（平成 21 年文部科学省令第 21 号）が、本年４月 30 日に
交付され、2010 年より施行されることとなった 1）。これにともない改正後の新カリキュラムにもとづく
司書講習（司書課程）新科目への以降が、2012 年４月より始まる。
これらの中では、たとえば、旧科目中の「レファレンス・サービス演習」と「情報検索演習」が、新科
目では統合され、「情報サービス演習」になるなど、数々の変更がおこなわれ、演習・実習科目数も増え、
総授業時間は、360 ～ 465 時間に増えた。図書館法施行規則は、1996 年８月にも一部改正がおこなわれ、
図書館司書講習のカリキュラムが変更となった。このときには、新たな科目が新設され、旧カリキュラム
に比べてより概念が広がり、科目数も充実した。
一方で、司書教諭講習科目に関わる「学校図書館法」は、制定以来およそ半世紀ぶりに 1997 年６月に
大幅な改正がおこなわれ、2003 年度から全国の 12 学級以上の小・中・高等学校に司書教諭が配置され
ることとなった。この法律改正を受けて、1998 年３月には、「学校図書館司書教諭講習規定」の改正も
おこなわれ、講習科目もこれまでの７科目８単位から５科目 10 単位へと改められた。この時のカリキュ
ラム改訂の最大の特徴は、従来は図書館司書講習科目を受講することで読み替えにより対応がおこなわれ
ていた、学校図書館司書教諭講習（以下、司書教諭講習と呼ぶ）の科目と図書館司書講習の科目とが、ほ
ぼ完全に分離することとなった点にある。
学校教育を支援する学校図書館は、同じ図書館であっても機能・役割（サービス内容）が公共図書館な
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ど他の館種とは異なる点も多く、図書館司書講習のカリキュラムが司書教諭講習のカリキュラムを一方的
に包含する性質のものではない。これらの完全分離は、本質的には理に適ったものであると考えることが
できる。この改正で独立したカリキュラムとなったとはいえ、開講科目数は依然、図書館司書講習のカリ
キュラム（現行の 17 科目 20 単位以上履修、新科目では、13 科目 24 単位以上履修）に比べ、教職課程
科目との連携は前提としてあるものの、５科目 10 単位履修と、科目数も単位数（すなわち授業時間数）
も半分程度と少ない。「知識基盤社会」2）といった言葉が中央教育審議会においても用いられ、新しい社
会で活躍できる人材を育成するための新しいスタイルの教育が叫ばれる中で、学校図書館の置かれる環境
も役割期待も大幅に変化しつつある。図書館司書講習のカリキュラムは、それなりに時代に対応したもの
へと改正されてきていると推察することができるが、司書教諭講習の現行カリキュラムは、これからの学
校図書館に対する役割期待に十分対応したものであるといえるだろうか。
芦谷清 3）は、1997 年度の司書教諭講習カリキュラム改正前の 1997 年に、新しいカリキュラム制定へ
向けて、以下のような５つのポイントを掲げて提案をおこなっている。
（1）学校図書館に対する教育学の視点からの理論的な究明の必要性。
（2）図書館のネットワークに関する科目の必要性。
（3）「学校図書館経営論」の設置の必要性。
（4）コンピュータ関係（情報検索と情報システムマネジメント）科目設置の必要性。
（5）「レファレンス・サービス」科目設置の必要性。
このうち、社会の情報化にともない、社会で注目を浴びている、（4）の “ コンピュータ関係の科目の設
置 ” について、芦谷 3）は、
学校図書館では、コンピュータを管理業務、資料や情報の検索（ネットワークを構築していれば、
他館の所有する資料・情報も）、学習活動の展開などに利用する。よってコンピュータ利用能力の育
成も必要である。また、インターネットの普及により、幅広い情報の収集活用が可能になるとともに、
自らも情報を発信できるようになった。コンピュータの活用される範囲は広いので、養成課程におい
てもさまざまな科目に位置づけて扱われることになる。それに、教職課程には「教育方法論」が設置
され、コンピュータ利用の基礎は指導されている。それでも、学校図書館としては「情報検索」「情
報システムマネジメント」など図書館情報学に関する科目を設置する必要がある。
と述べている。さらに、上記（5）のレファレンス・サービスの科目の設置に関しても、
学校図書館が十分に活用されるには、資料や情報の利用に関する相談に対して適切な対応が図られ
なければならない。それには、レファレンス・サービスに関する体系的な知識を有するとともに、具
体的な方法を習得していることが望まれる。公共図書館、大学図書館などを対象とするのとは異なる、
演習を含めた「レファレンス・サービス」の科目を設置する必要がある。
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と指摘している。“ 知識基盤社会 ”2）にあって、情報リテラシー、メディアリテラシーの育成が重要なテ
ーマとして掲げられる中、学校図書館も、いわゆる読書センターとしての機能のみならず、メディア・セ
ンターあるいは情報センターとしての役割期待が大きくなりつつある。そのためには、上記のような図書
館司書講習科目群に見られる情報サービスや情報検索などの主題領域は、芦谷 3）の指摘どおり、重要と
なるものと思われる。
前述の 1996 年の図書館法施行規則改正にともない、図書館司書講習のカリキュラム中では、従来の「参
考業務」に代わってより領域を広げた「情報サービス概説」が設けられ、さらにこれと関連する科目とし
て、「参考業務演習」と「情報管理」に代わる「レファレンス・サービス演習」、「情報検索演習」および「情
報機器論」などの科目が新設されてより充実したものとなった。今回の図書館法施行規則改正でも「情報
サービス論」、「情報サービス演習」に加え、「図書館情報資源概論」「図書館情報資源特論」「情報資源組
織論」「情報資源組織演習」などの科目中にも、ネットワーク資源や電子資料に関する項目が追加される
など、公共図書館のおかれる環境の変化に対応し、カリキュラムも改正されている。
しかるに、学校図書館司書講習の新しいカリキュラム中に、こうした科目名は見受けられず、「学習指
導と学校図書館」「情報メディアの活用」などの一部で取り上げられている程度である。果たしてこれで
十分と言えようか。実際に司書教諭課程でこうした一連の授業を担当する中では、“ 情報サービス ” や “ 情
報検索 ” といった、芦谷が指摘する科目は、上記２つの授業での限られた時間数の中では、必要な事柄を
十分伝えきれないといった印象が強い。
それでは、たとえば「情報検索」「情報サービス」といった主題領域は、司書教諭講習の授業の中で、
実際にどの程度の重みを持って取り扱われているのか。本稿では、こうした実情を知るための一手段とし
て、司書教諭講習カリキュラム中でのこうした主題領域の取り扱い状況について、上記の司書教諭講習の
カリキュラムに準拠してつくられた、学校図書館司書教諭テキスト中におけるこれらの主題の取り上げ状
況分析を通じて考察した。
２．現行司書教諭講習のカリキュラムと「情報サービス」および「情報検索」
司書教諭講習の科目は、既に記したとおり、1997 年の学校図書館法改正により、以前の７科目８単位
から、５科目 10 単位へと大幅に形式変更された。
文部省により提示されている新しいカリキュラムは、既に周知のとおり、表２．１の「新しい司書教諭
講習科目のねらいと内容」4）に提示されているような内容である。この表中で、“ 情報サービス ” および “ 情
報検索 ” 領域の主題に直接該当すると思われる内容項目に下線を引き、太字で示した。図書館司書講習と
は異なり、いずれも独立した科目とはなっていない。これ以外の箇所で関係がありそうな部分として、「学
校図書館メディアの構成」の中に、学校図書館の情報メディアの種類についての解説の部分がある。しか
し、この科目の “ 内容 ” には、情報検索、情報サービスといった具体的な言葉や解説は見られない。
ところで、今回の司書教諭講習の現行科目と、図書館司書講習の現行科目との間は、主題的にどの程
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度対応するのであろうか。司書教諭の新しい科目と、旧カリキュラムの科目との間の関連は、表２．２に
示した対応表 5）から推測ができる。また、図書館司書講習の旧科目と司書教諭講習の新科目との対応も、
省令 2）から読みとる事ができる。さらに、図書館司書講習の新旧科目の対応もこうした資料 4）5）6）7）か
ら推測可能である。ここではこれらを手がかりに、図書館司書講習の旧カリキュラム、現行カリキュラム、
および新カリキュラムをも列記した、新旧対応表を作成した。（表２．３）
科目間の関係は資料からははっきりしないが、たとえば、主題概念が明らかに近いと判断される図書館
司書講習新科目の「情報サービス概説」と、情報サービスについて解説している司書教諭講習新科目の「学
習指導と学校図書館」とを表中で関連づけて示した。「情報検索演習」と「情報メディアの活用」につい
ても同様に関連づけられる。この表から見る限り、図書館司書講習の「情報サービス概説」と対応する科
目は、司書教諭講習科目中には、「学習指導と学校図書館」しかない。同様に、「情報検索演習」と対応す
る科目も、「情報メディアの活用」のみである。なお、表２．３中、旧司書教諭講習科目には「情報検索演
習」に対応することが明らかな科目も、「情報サービス概説」に対応する事がはっきりわかる科目も見あ
たらない。学校図書館の利用指導に関する領域で、利用指導の文脈の中でレファレンス・サービスに触れ
ている程度である。
現行の司書教諭講習のカリキュラムは、平成 10 年２月 25 日付けの」「司書教諭講習等の改善方策につ
いて（報告）」（学校図書館の充実等に関する調査研究協力者会議）の提案に基づいている 6）。この報告の
中では、司書教諭講習制度の見直しにあたり、（1）講習科目の内容等の見直し、（2）司書教諭講習修了
者の水準の確保、（3）教師としての役割の明確化、（4）大学在学中の学生への配慮の４点が、改善の要
点として列挙されている。このうち、（1）の講習科目の内容等の見直しについて、情報サービスと情報
検索に関連する以下のような指摘がみられる。
近年の情報化の進展等に対応して、体系的な情報教育の推進が重要になっており、その運営の中心
となる司書教諭には、インターネット等の整備や教育用ソフトウエアに関する情報の蓄積などへの幅
広い見識とともに、学校図書館の活用を通じて、児童生徒にコンピュータ等の情報機器のみならず多
様な情報手段から必要な情報を選択し正しく判断するための情報活用能力を身につけさせる力量が求
められる。
学校図書館の現場にも情報サービスや情報検索が必要であることが指摘され、司書教諭講習の科目にも
反映されるようになってきていることは明らかである。しかし、前の表２．１や２．３を見る限り、その反
映状況は十分とは思われない。
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表２．１　司書教諭の講習科目のねらいと内容
（出典：「司書教諭講習規定の一部を改正する省令について（通知）」　文初小第 80 号　別紙２　
文部省初等中等教育局　1998．）
科目・単位数 ねらい 内　　容
学校経営と学校図書館
（２単位）
学校図書館の教育的
意義や経営など全般
的事項についての理
解を図る
１）学校図書館の理念と教育的意義
２）学校図書館の発展と課題
３）教育行政と学校図書館
４）学校図書館の経営（人、施設、資料、予算、評価等）
５）司書教諭の役割と構内の協力体制、研修
６）学校図書館メディアの選択と管理、提供
７）学校図書館活動
８）図書館の相互協力とネットワーク
学校図書館メディアの構成
（２単位）
学校図書館メディア
の構成に関する理解
及び実務能力の育成
を図る
１）学校図書館メディアの種類と特性
２）学校図書館メディアの選択と構成
３）学校図書館メディアの組織化
　・分類の意義と機能、日本十進分類法などの解説
　・件名標目表の解説
　・目録の意義と機能、日本目録規則の解説
　・目録の機械化
４）多様な学習環境と学校図書館メディアの配置
学習指導と学校図書館
（２単位）
学習指導における学
校図書館メディア活
用についての理解を
図る
１）教育課程と学校図書館
２）発達段階に応じた学校図書館メディアの選択
３）児童生徒の学校図書館メディア活用能力の育成
４）学習過程における学校図書館メディア活用の実際
５）学習指導における学校図書館の利用
６）情報サービス（レファレンスサービス等）
７）教師への支援と働きかけ
読書と豊かな人間性
（２単位）
児童生徒の発達段階
に応じた読書教育の
理念と方法の理解を
図る
１）読書の意義と目的
２）読書と心の教育（読書の習慣形成を含む）
３）発達段階に応じた読書の指導と計画
４）児童・生徒向け図書の種類と活用（漫画等の利用方法を含む）
５）読書の指導方法（読み聞かせ、ｽﾄｰ ﾘｰ ﾃﾘﾝｸﾞ 、ﾌﾞ ｯｸﾄｰ ｸ等）
６）家庭、地域、公共図書館等との連携
情報メディアの活用
（２単位）
学校図書館における
多様な情報メディア
の特性と活用方法の
理解を図る
１）高度情報社会と人間（情報メディアの発達と変化を含む）
２）情報メディアの特性と選択
３）視聴覚メディアの活用
４）コンピュータの活用
　・教育用ソフトウエアの活用
　・データベースと情報検索
　・インターネットによる情報検索と発信
５）学校図書館メディアと著作権
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表２．２　旧司書教諭講習科目と新しい司書教諭講習科目との対応
（出典：「司書教諭講習規定の一部を改正する省令について（通知）」　文初小第 80 号　別紙３　
文部省初等中等教育局　1998．）
旧 科 目 新 科 目
学校図書館通論 （１単位）
学校経営と学校図書館 （２単位）学校図書館の管理と運営 （１単位）
学校図書館の利用指導 （１単位）
図書の整理 （１単位）
学校図書館メディアの構成 （２単位）図書以外の資料の利用 （１単位）
図書の選択 （１単位）
学校図書館の利用指導 （１単位） 学習指導と学校図書館 （２単位）
児童生徒の読書活動 （１単位）
読書と豊かな人間性 （２単位）
学校図書館の利用指導 （１単位）
図書以外の資料の利用 （１単位） 情報メディアの活用 （２単位）
３．司書教諭講習テキスト中に実際に見られる “ 情報サービス ” および “ 情報
検索 ” の主題
次に、実際に発行されている司書教諭課程の現行カリキュラムに準拠したテキストをいくつか例にとり、
情報検索や情報サービスの主題領域に関する記述がどの程度みられるかを、実際に調べてみた。
上で述べたとおり、新しい「司書教諭講習科目のねらいと内容」4）の中で、情報サービスと情報検索に
ついて、このような用語をあげて直接的に取り上げている科目は、「学習指導と学校図書館」および「情
報メディアの活用」の２科目である。そこで、これらの科目用テキストとして発行されているものの中か
ら、下記の各巻を例に、その中で実際に「情報サービス」や「情報検索」の概念がどの程度取り扱われて
いるかを、各テキストの章構成（目次）とそのページ割当量から調べた。同時に文章中で用いられている
語句をもとに、主題を類推した。ページ割当量は、該当する節の印刷部分の面積を一頁の 10 分の１まで
計測して求めた。なお、テキスト⑥は、一冊の中にすべての科目を章単位に分けて概説している特殊な例
で、他のテキストとは異なる。このため、今回の対象からは除外した。
『学習指導と学校図書館』テキスト
①『学習指導と学校図書館』．「新学校図書館学」編集委員会編．全国学校図書館協議会，2000 134p．
（新学校図書館学３．）
②『学習指導と学校図書館』．朝比奈　大作編著，下村　陽子，堀川　照代　著． 樹村房，1999 175p．
（学校図書館実践テキストシリーズ４．）
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表２．３　司書教諭講習の新・旧カリキュラムおよび図書館司書講習の新・旧カリキュラムの対応
司書講習
旧カリキュラム
司書講習
現行カリキュラム
司書講習
新カリキュラム
司書教諭講習
旧カリキュラム
司書教諭講習
新カリキュラム
図書館通論 図書館概論 図書館概論
学校図書館通論
学校経営と学校図書館図書館活動 図書館サービス論 図書館サービス概論 学校図書館の
管理と運用図書館経営論 図書館制度・経営論
学校図書館の利用指導
学習指導と学校図書館 読書と豊かな人間性
参考業務 情報サービス概説 情報サービス論
青少年の読書と資料 児童サービス論 児童サービス論 児童生徒の読書活動 読書と豊かな人間性
情報管理 情報検索演習 情報サービス演習
情報メディアの活用
視聴覚教育 情報機器論 図書館私設論
図書館資料論 図書館資料論 図書館情報資源概論
図書以外の資料の利用
図書の選択
学校図書館メディアの
構成資料目録法 資料組織概説 情報資源組織論 図書の整理
資料分類法
資料目録法演習
資料組織演習 情報資源組織演習
資料分類法演習
社会教育 生涯学習概論 生涯学習概論
自然科学と技術の
書誌解題
専門資料論 図書館情報資源概論
人文科学及び社会科学
の書誌解題
参考業務演習 ﾚﾌｧﾚﾝｽ ･ ｻｰﾋﾞｽ演習 情報サービス演習 学習指導と学校図書館
図書及び図書館史 図書及び図書館史 図書・図書館史
資料整理法特論 資料特論 図書館情報資源特論 学校図書館メディアの構成
マスコミュニケーション コミュニケーション論 図書館施設論図書館サービス特論
社会調査 図書館特論
図書館実習
図書館総合演習
図書館サービス特論
図書館基礎特論
図書館の施設と設備
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③『学習指導と学校図書館』．山本順一，二村健監修；渡辺重夫著，学文社，2008 192p．
（メディア専門職養成シリーズ；３）
④『学習指導と学校図書館』．髙橋元夫［ほか］著，放送大学教育振興会，2000 201p．
⑤『学習指導と学校図書館』．志村尚夫監；朝比奈大作編；下村陽子［ほか］著．樹村房，1999 175p．
（学校図書館実践テキストシリーズ　４）
⑥図書館教育研究会編 『新学校図書館通論』東京 学芸図書 1999 247p．
『情報メディアの活用』テキスト
⑦『情報メディアの意義と活用』．大串　夏身編著，井口　磯夫［ほか］著． 樹村房， 1999 167p．
（学校図書館実践テキストシリーズ；１）．
⑧『情報メディアの活用と展開』改訂版．志村尚夫［ほか］監；中山伸一編著．青弓社，2009 200p．
（学校図書館図解・演習シリーズ；１）．
⑨『情報メディアの活用』．山本順一監修；二村健監編著．学文社，2006． 176p．
（メディア専門職養成シリーズ；５）．
⑩『情報メディアの活用』．井口磯夫編．樹村房，2002．191p．（司書教諭テキストシリーズ；05）．
⑪『情報メディアの活用』．「新学校図書館学」編集委員会編．全国学校図書館協議会，2002．180p．
（新学校図書館学；５）．
⑫『情報メディアの活用』．渡部　満彦［ほか］著．放送大学教育振興会，2000．210p．
表３．１および３．２に、「学習指導と学校図書館」についての例を、表３．３．および３．４に「情報メ
ディアの活用」について作成した表の例を示す。また、表３．５と３．６に、各テキストにおける占有率一
覧を示す。冊数が少なく、しかもテキストにより、取り上げる主題範囲には、ばらつきがみられた。
たとえば「情報サービス」に関しては、表３．１の例では、省令の定める科目内容（表２．１）にほぼ対
応するような章構成になっており、第５章の「学校図書館における情報サービス」が、全体のおよそ 18
％程度（134 頁中の 24 頁程度）を占めている。このテキストでは、情報サービスの一般的概念の説明には、
この章のさらに５％ほどのページを割当て、一方で学校教育現場、学校図書館での情報サービスの意義と
特性、児童・生徒に対する情報サービス、教職員に対する情報サービスの意義と特性については、47％と、
ほぼ半分のページを割り当てて重点的に解説をしている。４節目は、「情報サービスの実際とツールの整備」
となっているが、割当ページ数は５頁程度で、概念の説明が中心であり、情報サービスやレファレンス・
サービスの技術や手順、レファレンス・ツールの解題などに関する実際的な記述は少ない。図書館司書講
習の「情報サービス概説」や「レファレンス・サービス演習」にみられるような情報サービス全般にわた
る概念や具体的技術やツールに関する解説や演習の項目への割当は少なく、こうした部分についての学習
をするには、図書館司書講習のテキスト等を参照する必要がある。総ページ数の制約と、「司書教諭課程
の科目とねらい」に規程されたカリキュラムによる制約により十分なページを割けない様子が窺える。
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一方、表３．２に例示したテキストでは、全体が３つの章で構成されており、情報サービスに関する記
述は、第３章の「学校図書館における情報サービス」でおこなわれている。テキスト中に占める割合は、
およそ 30％程度（175 頁中 54 頁）である。このテキストでは、前述のテキストとは対照的に、情報サ
ービスやレファレンス・サービスの一般的概念やサービスの種類、直接サービスと間接サービス、レファ
レンス・プロセス、情報源（レファレンス ･ ブック等）の解題、機械検索など、図書館司書講習の「情報
サービス概説」、「レファレンス・サービス」のテキスト同様に、情報サービスに関する一般的概念・知識
を解説した項目が見られる。また、データベース検索に関する記述がされている。ただし、割当ページ数
は全部で 54 頁であって、各項目の解説は、図書館司書講習のテキストの内容量より大幅に少ない。また、
表３．１のテキスト例のように、学校図書館に即した記述は相対的に少ない。著者や編者の苦心が窺える。
一方、「情報検索」にかかわる部分については、表３．３のテキスト例では、第５章（データベースと情
報検索）および第６章（インターネットによる情報検索と発信）が割り当てられており、頁の占有量は、
テキスト全体のおよそ 40％（167 頁中の 67 頁）になっている。第５章では、市販のＤＢＭＳソフトウ
エアを例にとり、章の半分程度を情報の整理・蓄積の原理と方法についての解説に、残りを情報検索の技
術的な基礎概念（論理演算子やシソーラス、検索効率の評価測度など）の解説に割いている。第６章では、
インターネットを利用した情報交換や情報収集に関わる問題点、ブラウザーや検索エンジンの種類と使用
方法、ホームページ作成の手順と情報発信の際のマナ （ーNetiquette）についての解説がおこなわれている。
情報検索に関しては、基礎的な実用向きの知識の解説が主体である。
表３．４に示したテキストでは、コンピュータとソフトウエア（とくに教育用ソフトウエア）に関する
解説、情報検索に関する解説、そして、インターネットのしくみと利用上の留意点に関する解説が、それ
ぞれ当該章内を三等分している。情報検索とインターネットの記述を合わせたページ数は、全体の 15％
程度である。
４．学校図書館司書教諭テキスト中に見る “ 情報サービス ” および “ 情報検索 ”
内容の取扱い
野末　俊比古 11）は、情報検索の教育に要求される主題を表４．１のような階層関係でとらえている。こ
こでいう情報検索の教育の対象となる受講者は、学校図書館司書教諭ばかりでなく、図書館司書、情報検
索技術者（いわゆるサーチャー）認定試験受験者、一般のエンド・ユーザまでが含まれる。当然ながら教
育対象により教育の主題範囲も異なってくる。具体的にどの対象別にどのような主題範囲の教育が必要か
についての議論は未だあまりみられないが、専門職である図書館の情報サービス担当の司書やサーチャー
では、本来この表のほぼすべての主題についての知識が必要となろう。反対に、エンド・ユーザの場合に
は、表中の「一般的」かつ「実際的」な内容の教育が中心となるであろう。学校図書館の司書教諭も職務
として学校図書館において情報サービスの一環として情報検索をおこなうことになろうから、基本となる
知識も専門的であるべきで、野末の表に見られる項目のほぼすべての範囲の主題知識が必要となると考え
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られる。
しかるに、「情報検索」については、司書教諭講習の現行省令カリキュラム中では、「情報メディアの活用」
の中の１節にしかみられない。前節（３節）で取り上げたテキスト（表３．３）では、情報検索およびイ
ンターネットに関する解説に５章、６章を合わせた 167 頁中、合計で 67 頁（40％）ほどを割いているが、
野末 11）の表に見られる “ 中核的能力 ” に関する主題（すなわち実際に情報検索をおこなうにあたり必要
表３．１　『学習指導と学校図書館』テキストの例（1）（総ページ数：134p.）
章 節
割当ページ数
（頁） 全頁中％ 章中％
第１章 教育課程の展開と学校図書館 （省略） 14.0 10.4 ―
第２章 自己教育力とメディア活用の育成 （省略） 15.0 11.1 ―
第３章 メディア活用能力育成の計画と方法 （省略） 32.0 23.9 ―
第４章 メディア活用能力育成の事例 （省略） 29.0 21.6 ―
第５章 学校図書館における情報サービス 1．学校図書館における情報サービスの意義 24.0 17.9
（1）情報サービスとは何か （1.2） 5.0
（2）学校図書館における情報サービスの目的 （1.8） 7.5
（3）学校図書館における情報サービスの対象 （1.1） 4.6
2．児童・生徒に対する情報サービス
（1）児童・生徒に対する情報サービスの基本 （1.2） 5.0
（2）学校図書館の情報サービスのための条件 （2.5） 10.4
（3）児童・生徒に対する情報サービスの内容と方法 （1.8） 7.5
（4）学校図書館における情報サービスの特徴 （0.7） 2.9
（5）児童・生徒に対する情報サービスの留意点 （0.3） 1.3
（6）これからの情報サービス （1.8） 7.5
3．教職員に対する情報サービス
（1）学習指導・読書指導に対する情報サービス （0.7） 2.9
（2）学校経営・学級経営に対する情報サービス （1.9） 2.9
（3）研究活動に対する情報サービス （0.4） 1.7
4．情報サービスの実際とツールの整備
（1）情報サービスの実際 （1.6） 6.7
（2）レファレンスツールの整備 （1.6） 6.7
（3）レファレンスツールの配備 （1.6） 6.7
（4）レファレンスツールの選択と廃棄の基準 （0.2） 0.8
5．学校図書館ネットワー ク、リソー スセンター の構築と活用
第６章 教員に対する働きかけ （省略） 13 9.7 ―
付録、余白等 5.4
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表３．２　『学習指導と学校図書館』テキストの例（2）（総ページ数：175p.）
章 節
割当ページ数
（頁） 全頁中％ 章中％
第１章 教育課程の展開と学校図書館 （省略） 56.0 32.1 ―
第２章 メディア活用能力の育成 （省略） 51.0 29.1 ―
第３章 学校図書館における情報サービス 3．1．学校図書館における情報サービス 54.0 30.8
（1）情報サービスとはなにか （2.1） 3.9
（2）レファレンス・サービス
レファレンス・サービスの定義、
レファレンス・サービスの二つの機能、
レファレンス・サービスの業務内容
（4.9） 9.1
（3）レフェラル・サービス （1.0） 1.9
（4）カレント・アウェアネス・サービス （1.0） 1.9
（5）コンピュータ検索
オンライン検索、ＣＤ−ＲＯＭ検索
（2.4）
4.4
3．2．レファレンス・サービスの実際
（1）学校図書館におけるレファレンス・サービス （1.6） 3.0
（2）レファレンス質問 （1.4） 2.6
（3）レファレンス情報源
どのようなレファレンス情報源があるか、
レファレンス情報源の整備・構築
（2.6）
4.8
（4）レファレンス・プロセス
質問の受付、質問の確認・分析、情報源の選択、
検索語の選択、情報・資料の提供
（4.8） 8.9
（5）レファレンス・サービスを効果的に
教職員との相互連絡、
レファレンス・サービスの記録
レファレンス・サービスの「隠し味」
（5.2） 9.6
3．3．情報の収集と提供
（1）どのような情報を扱うのか （1.1） 2.0
（2）レファレンス・資料
レファレンス資料の二つのタイプ、
代表的な書誌・索引類
（10.4） 19.3
（3）レファレンス資料の選択 （1.3） 2.4
（4）ネットワーク情報資源 （3.6） 6.7
（5）教育情報データベース （2.1） 3.9
3．4．情報サービスとネットワークの活用
（1）学校図書館と公共図書館のネットワーク （1.4） 2.6
（2）教育情報ネットワーク （1.5） 2.8
3．5．学習リソースセンターへ向かって 4.1
（1）学校間共用のリソースセンター （2.2） 3.1
（2）メディアの専門家として （1.7）
付録、余白等 8.0
司書教諭講習科目における「情報サービス」および「情報検索」主題の取扱い

表３．３　『情報メディアの活用』テキストの例（1）（総ページ数：167p.）
章 節
割当ページ数
（頁） 全頁中％ 章中％
第１章 高度情報社会と人間 （省略） 13.0 7.8
第２章 情報メディアの特性と選択 （省略） 7.0 4.2
第３章 視聴覚メディアの意義と活用 （省略） 19.1 11.4
第４章 コンピュータの意義と活用 （省略） 25.8 15.4
第５章 データベースと情報検索 32.7 19.6
1．情報の蓄積と検索 （3.8） 11.6
2．データベースの設計と構築
データベースの設計、データベース構築の実際 （13.5） 41.3
3．情報検索の理論と技術
主題の扱い方、論理検索、情報検索における技術 （15.3） 46.8
第６章 インターネットによる情報検索と発信 34.2 20.5
1．情報の蓄積と検索 （5.3） 15.5
インターネットとは、主なサービス
情報の種類と特徴
2．データベースの設計と構築 （18.5） 54.1
情報検索の方法、ブラウザの利用方法
検索エンジン、検索の実例
3．情報検索の理論と技術 （7.5） 21.9
インターネットによる情報発信の意義
情報発信の種類とその特徴、ホームページの作成
4．ネットワークモラルの育成 （3.0） 8.8
ネチケット、ネットワーク・モラル
第７章 学校図書館メディアと著作権 （省略） 13.1 7.8
付録、余白等 13.3
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表３．４　『情報メディアの活用』テキストの例（2）（総ページ数：180p.）
章 節
割当ページ数
（頁） 全頁中％ 章中％
第１章 高度情報社会と人間 （省略） 19.5 10.8
第２章 情報メディアの特性と選択 （省略） 24 13.3
第３章 視聴覚メディアの活用 （省略） 51.5 28.6
第４章 コンピュータの活用と情報検索 56 31.1
1．学校図書館におけるコンピュータの活用 （12.5） 22.3
メディアとしての利用
情報検索と収集のための利用
情報発信としての利用
教材作成としての利用
学校図書館事務のための利用
2．教育用ソフトウエアの活用 （6.8） 12.1
教育用ソフトウエアの定義、特性
選定上の留意点、二次情報
3．情報検索 （11.1） 19.8
情報検索の意義、パターン、基本原理
プロセス、評価方法の指導
4．情報検索の実際 （8.1） 14.5
各種データベースの特性と利用法
データベース検索の実際（オンディスク、オンライン）
5．インターネット （15.1） 27.0
その仕組み、特色、情報の検索と収集
インターネット上の情報の評価、情報発信
有害情報・不適切な情報
第５章 情報メディアと著作権 （省略） 12.0 6.7
付録、余白等 9.5
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表３．５　『学習指導と学校図書館』における情報サービス関連記述の占有率
テキスト 総ページ中の割合（％） 備考
Ａ 17.9
Ｂ 30.8
Ｃ 22.5
Ｄ 32.3
Ｅ 40.5
Ｆ
テキスト 総ページ中の割合（％） 備考
Ａ 40.1
Ｂ 20.0 コンピュータ / ソフトウエアの解説は除く
Ｃ 9.9
Ｄ 10.0
Ｅ 33.2
Ｆ 6.8
表３．６　『情報メディアの活用』における情報検索関連記述の占有率
となる知識）の部分は、５章３節および６章１，２節の計約 30 頁程度で、半分程度である。これに対し、
既存の図書館司書講習新カリキュラムに対応した「情報検索演習」テキストでは、総ページ数 200 頁程
度のうち、60％から 70％近く（120 頁から 140 頁程度）がこうした中核的能力の記述に割かれていた。「情
報サービス概説」テキスト中でも、総ページ数の 10％程度（20 頁程度）を割り当てて情報検索に関する
基礎的解説がおこなわれている 12）13）。授業時間についても、単位数から見る限り、図書館司書講習では、
「情報検索演習」だけで２単位（週に 90 分１コマの授業を半期間 15 回おこなったとして、延べ 22 時間
30 分）であるのに対して、司書教諭講習では、「情報メディアの活用」科目（２単位）中の一部（５つの
主題の内の１つ）として解説をおこなっているため、時間ははるかに少ない。単純に５分の１に計算しても、
この内容に割り当てることができる時間は３時間 30 分程度、90 分の授業では、２～３回分程度となる。）
これでは、理念的あるいは理論的解説もしくはエンドユーザのために必要な基礎的知識と技能が主体とな
り、図書館司書講習の「情報検索演習」のように、実際にコンピュータに一定以上の時間触れて演習をお
こなうだけの余裕がない。（実際には司書講習の「情報検索演習」でも、野末の表にみられる項目をすべ
て取り上げつつ演習をおこなうには時間が不足する。）それゆえ、「情報メディアの活用」以外にも、実際
に情報検索をおこなうために必要な具体的知識や具体的技能の習得の授業時間が必要と思われる。現在の
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司書教諭講習カリキュラムでは、こうした知識や技能を習得するための時間がほとんどない。
ところで、司書講習科目については、本年 4 月の図書館法施行規則改正にともない、現行の情報検索
演習とレファレンス・サービス演習は統合され、「情報サービス演習」に含まれることとなった。情報検
索も情報サービスの一環としておこなわれるのが通常であり、本来はひとつの科目の中で、冊子体の書誌
などのトゥールを用いた情報探索（マニュアル検索）も、いわゆるコンピュータによる検索も、統一的に取
り上げられるべきものであろう。新しい司書講習科目ではおそらくそうしたアイディアのもとにこのよう
な科目の統合がおこなわれたものと思われるが、司書教諭科目でも、今後はそうした配慮が必要となろう。
情報サービスの領域についても状況は全く同様である。たとえば、前節のテキスト２（表３．２）では、
情報サービスに総ページ数の３分の１、およそ 54 頁を割いていて、第３章「学校図書館での情報サービ
ス」に、かなり具体的かつ実践的な主題部分にまで踏み込んで解説がなされている。しかし、この授業も、
「情報メディアの活用」同様、司書教諭講習の省令カリキュラムの科目「学習指導と学校図書館」（２単位）
の中でその一部としておこなわれるに過ぎず、授業時間の制約は大きい。「情報サービス概説」および「レ
ファレンス・サービス演習」をはじめ、独立した科目を複数設定している図書館司書課程での履修時間に
くらべれば大幅に少なくなる。これでは、情報サービスあるいはレファレンス・サービスの意義や特性ば
かりでなく、具体的な主題、すなわち、サービスの具体的手順やレファレンス・ツールについての知識な
ど、現場で実際に活動するための具体的基礎的な知識や技能を習得することは難しい。学校図書館での情
報サービスは、情報提供にとどまらない。「教育」という背景の中で児童・生徒各人の調査研究能力や習
慣の習得が大きな目標であり、こうした目標の達成に向けて、学校の教育目標や教育計画の考慮や様々な
教職員との連携が不可欠であるとされる。それゆえ、学校図書館での情報サービスは、他館種にはない特
殊性があり、図書館司書講習での情報サービス科目を超える要素を内包していると考えられる。その分だ
け、授業に要する時間も増えてしかるべきである。にもかかわらず、この領域に対する授業時間が図書館
司書講習のカリキュラムに比べて大幅に少ない。芦谷 3）が指摘するとおり、学校図書館の現場でもその重
要性が高まりつつある情報サービスも情報検索領域同様、十分な講習の時間を割り当てることが望まれる。
５．おわりに
情報検索および情報サービス領域の主題に注目して、司書教諭講習のカリキュラムについて検討を加え
てきた。
情報検索や情報サービスの領域に関して、新しいカリキュラム中でどの程度のウェイトをもって取扱い
がおこなわれているかを確認した。しかし、さらにそれぞれの主題領域についてどのような内容をどの程
度取り扱うべきか、質的面についても踏み込む必要がある。
たとえば、情報検索について、小田光宏 14）は、図書館司書講習での情報検索教育の内容について下記
のように指摘をしている。
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表４．１　情報検索能力の構造的把握の試案
（出典：野末　俊比古．情報検索（データベース）教育の異義と展開：図書館における利用者教育を中心に
「情報検索の理論と実際」　東京　日外アソシエーツ 1999 p.131 （論集・図書館情報学研究の歩み　第 19 集））
理念的 実際的
中核的能力
専門的 統制語と自然語
シソーラスの概念 シソーラスの使い方
フィールド指定 フィールド指定子
論理演算 論理演算子
検索式の立て方 検索コマンド
検索語の選択
一般的 検索の手順
理念的 実際的
周辺的能力
専門的 データベースの歴史
データベースの流通 データベース提供システムの例
データベースの分類 データベースの種類と特色
知的所有権
一般的 （データベース）
第一に、情報検索の定義にも関連することではあるが、内容の範囲の問題がある。すなわち、「省
令 97」（注 1997 年４月１日施行の図書館法施行規則）の中心的な科目は、コンピュータを用いたデ
ータベース検索に限定されていた。しかし、1960 年代には、パンチカードシステムやファイリング
システムをも含めた情報検索の原理的な解説も技能としてとらえている。しかも、検索そのものの技
術だけではなく、情報の収集と蓄積にかかわる技術との連関が意識されていた。そうした状況と比較
すると、現行制度のもとでは、情報検索技能が矮小化される危険性を孕んでいる。（中略）第二に、
情報検索を図書館情報学教育のどの領域に位置づけるかという問題がある。1960 年代には、情報検
索の内容に、ドキュメンテーションの領域の成果が多く含まれており、教育においては、それを「情
報管理」という名称の科目のもとで進展させてきたことがうかがえる。（中略）しかし、1980 年代
以降は、利用面から情報検索を扱うアプローチがクローズアップされ、1990 年代に入ると、レファ
レンスサービスのもとにのみ位置づける傾斜はますます強まった。（中略）資料組織における位置付
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けが切り離されることにより、情報の蓄積段階がブラックボックス化され、ひいては準備的な図書館
サービスの軽視につながるおそれも生じる。
同じ情報検索の主題概念に含まれるさまざまな内容のうち、特定の部分のみが肥大化したり、特定の部
分が省略されるなど、バランスに問題のあるケースも見受けられる。一方で社会の情報環境は著しい変化
をみせてきている。たとえば、先頃までは特定の業者や専門機関でしか構築ができず、専門職でなくては
検索も容易でなかったデータベースも、様々なＤＢＭＳソフトウエアの出現により、エンドユーザにもそ
の扱いが容易になりつつある。学校図書館の現場でも、司書教諭をはじめとするスタッフが、独自にデー
タベースを構築したり、二次資料を作成するような機会も今後は増えてくるものと見られる。司書教諭講
習のカリキュラムも、こうした環境の変化にも対応したバランスの取れたものでなくてはなるまい。
また、情報検索というと、コンピュータを利用した、いわゆる機械検索（コンピュータ検索）ばかりに
注目が集まっているが、従来のような図書館の冊子体資料を利用した情報検索（マニュアル検索と呼ばれ
ることもある）をも、概念中におさめて体系的に教授する必要もあろう。
さらに、既に触れたとおり、同じ情報検索の教育であっても、その対象者により教育内容は変化しなけ
ればならず、十把ひとからげというのでは問題を生じる恐れもある。野末俊比古は 11）、
図書館員やサーチャーが専門職として効率も重視しながら情報を探す場合と、エンドユーザがイン
ターネットで時間を気にせずおもしろそうなホームページをみつけようとする場合とでは、当然、必
要とされる技能の内容やレベルは異なってくる。また、データベースの検索手法などの技術が改良さ
れていけば、それとともに必要な能力も変化していくだろう。
と述べている。この点に関しては、既に刊行されている情報検索のテキスト（図書館司書講習向けのもの
も含む）の内容の分析をおこなった結果 12）13）では、多くのテキストにおいて、既に触れた野末 11）の表
に見られる「一般的」で「実際的」な情報検索の基本的解説と、「専門的」、「理念的」な内容と、２つの
相対する内容の解説に多くの頁が割かれ、その中間に位置する内容の記述が少ないという２極化の傾向が
見られた。その原因の一つには、一冊のテキストでエンドユーザから専門職指向者まですべての読者層を
対象とした、テキストの編集をおこなっていることが挙げられる。同じ図書館スタッフの講習であっても、
公共図書館での職務を想定した図書館司書講習と、学校図書館の司書教諭講習とでは、同じ情報検索や情
報サービスであっても、内容は変わるべきである。
さらに、実務の要素の強い司書教諭講習のカリキュラムを検討するにあたっては、学校図書館の職場の
職務内容や教育現場の現状からのフィードバックも反映させ必要な科目を検討する必要があろう。本間　
ますみは、現場での図書館の管理運営および学校図書館を利用する教育の両面から科目の検討をおこない、
現場の教職員の立場から司書教諭講習のカリキュラム私案の提案をしている。10）その中では、学校図書
館でのサービスをやや超え、教員養成科目とも共通する情報教育、情報活用教育そのものに関する理解の
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科目や、教育メディアを活用した教育法の理解なども司書教諭講習中で取り扱うことを提案している。住
み分けや連携の問題もあろうが、教科学習そのものをも支援する学校図書館活動が構想されている状況で、
教育学の立場から学校図書館の科目も検討しなくてはなるまい。
こうした問題についても検討が必要であるが、誌面の制約もあり、次回以降の課題としたい。
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